
Ⅰ　は じ め に

　本稿は，現代の英国を代表する会計学者の１人であるジェフリー・ウィ

ッティントン（Geoffrey Whittington） 1）の所説を手掛かりにして，会計測定

の過去と現在について若干の検討を加えることを目的としている。

　ウィッティントンは現在ケンブリッジ大学名誉教授であるが，これまで

会計学の分野にかかわる多数の著作を公表しており，現在でも活発に研究

活動を行っている。特に1983年に出版された彼の単著『インフレーション

会計：論争序説（Inflation Accounting :  An Introduction to the Debate）』 2）および

1）　Whittingtonの日本語表記については「ホイッティントン」という表記も
考えられるが，本稿では会計分野で一般に用いられている「ウィッティント
ン」という表記を統一して用いることとする。
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1984年に出版されたデイビット・トゥイーディー（David Tweedie）との共著

『インフレーション会計に関する論争（The Debate on Inflation Accounting）』 3）

は，インフレーション会計に関する優れた研究業績として高い評価を受け

ている。また，2007年にはスティーブン・ゼフ（Stephen Zeff）が編集する

会計の歴史的展望を扱ったシリーズの第１巻として，ウィッティントンの

著作集『収益性，会計理論および方法論（Profitability, Accounting Theory and 

Methodology）』 4）が出版されている。さらに，2017年には最新の単著として，

『価値と利益：財務報告における測定序説（Value and Profit :  An Introduction 

to Measurement in Financial Reporting）』 5）を出版している。この最新の単著は，

1983年に出版したインフレーション会計を扱った単著をより基本的な会計

測定の観点から再構成し，また内容についても1983年以降のデータや研究

成果を反映させてアップデートしたものである。

　なお，1984年に出版した著書の共著者であるトゥイーディーとのコンビ

は，2001年に創設された IASB（International Accounting Standards Board；国

際会計基準審議会）の創設メンバーとしても記憶に新しいところである。す

なわち，トゥイーディーは2001年１月に IASBの初代の議長（chairman）

に就任し，2011年６月まで議長を務めたが，その間，ウィッティントンも

2001年から2006年まで英国およびアイルランドの基準設定機関である

ASB（Accounting Standards Board；会計基準審議会）との連絡調整を担うリエ

ゾン・メンバーとして，IASBの理事（member）を務めている。

　本稿では，ウィッティントンの最近の２つの論文を主な手掛かりとし

て，会計測定の過去と現在について考察する。１つは，2015年にオースト

2）　Whittington (1983).

3）　Tweedie and Whittington (1984).

4）　Whittington (2007).

5）　Whittington (2017).
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ラリアの学術専門誌『Abacus』に掲載された「財務報告における測定：

研究と実務の半世紀（Measurement in Financial Reporting :  Half a Century of 

Research and Practice）」と題する論文 6）である。この論文は，Abacus創刊

50周年を記念した特集「会計研究：過去，現在および未来（Accounting 

Research :  Past, Present, and Future）」の中の１つの論文として著されたもの

である。なお，この特集には，ウィッティントンの論文の他に，次の論文

が掲載されている。

・ マリー・バース（Mary Barth）「財務会計研究，実務および財務的説明責

任（Financial Accounting Research, Practice, and Financial Accountability）」 7）

・ トーマス・ダイクマン（Thomas Dyckman）とスティーブン・ゼフ「会

計研究：過去，現在および未来（Accounting Research :  Past, Present, and 

Future）」 8）

・ ジェームズ・オルソン（James Ohlson）「会計研究と常識（Accounting 

Research and Common Sense）」 9）

・ シャム・サンダー（Shyam Sunder）「会計におけるリスク（Risk in 

Accounting）」 10）

　これらの論文はそれぞれ興味深く，それらを手掛かりに比較分析を行う

ことによって会計学の未来について考えてみることも面白いことである。

しかし，そのような作業は別の機会に譲ることとし，本稿では専らウィッ

ティントンの論文に注目し，それを手掛かりに会計測定の過去と現在につ

いて考察することにしたい。

6）　Whittington (2015b).

7）　Barth (2015).

8）　Dyckman and Zeff (2015).

9）　Ohlson (2015).

10）　Sunder (2015).
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　本稿で手掛かりとして参照するウィッティントンのもう１つの論文は，

同じく2015年に出版されたスチュアート・ジョーンズ（Stewart Jones）編

著の『財務会計理論についてのロートレッジ版手引き（The Routledge 

Companion to Financial Accounting Theory）』 11）に収録された「公正価値と

IFRS（Fair Value and IFRS）」と題する論文 12）である。ウィッティントンは，

この論文において，特に公正価値による会計測定に目を向け，理事として

直接関与していた IASBの基準設定活動に対して批判的分析を加えている。

IASBは，2018年３月に概念フレームワークの改訂作業を完了し，最新の

改訂版『財務報告のための概念フレームワーク（Conceptual Framework for 

Financial Reporting）』 13）を公表しているが，ウィッティントンの批判的論評

は IASBによる概念フレームワークの改訂作業を分析したり，最新の改訂

版の内容を検討し，その今後の展望を考えたりする上で有益な示唆を与え

てくれる。

　本稿は，ウィッティントンの２つの論文を主な手掛かりとして，過去半

世紀にわたる会計測定の歴史と現状について若干の考察を行おうとするも

のである。

Ⅱ　会計理論の黄金時代

　会計測定をめぐるウィッティントンの論述は，研究と実務の相互作用と

その背景となる経済的要因を視野に入れたものとなっている。また，1920

年代のドイツのインフレーションを背景とするヘンリー・スウィーニー

（Henry Sweeney）の『安定化会計（Stabilized Accounting）』 14）やフリッツ・シュ

11）　Jones (2015).

12）　Whittington (2015a).

13）　IASB (2018).

14）　Sweeney (1936).
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ミット（Fritz Schmidt）の『有機的時価貸借対照表（Die orga nische Tages-

wertbilanz）』 15）などへの言及も行っているが 16），その主な焦点は Abacusが

創刊された1965年以降の約50年間に向けられている。この期間における特

に研究面の出発点として，ウィッティントンはカール・ネルソン（Carl 

Nelson）が先験的（a priori；アプリオリ）な研究という意味における会計理

論の黄金時代 17）と呼んだ1960年代の研究にまず注目している。

　ウィッティントンによると，1960年代は物価変動が先進国の会計にとっ

て重要な実際的な問題となっており，そのための代替的な会計測定の方法

はすでに知られていたが，それらの理論的な特性を明らかにすることが研

究上の課題であった。そして，このような課題に対処する手段として先験

的で演繹的な研究アプローチに基づき会計測定の包括的な理論が開発され

たのが1960年代の黄金時代であった。

　ウィッティントンは，1960年代の会計理論の黄金時代を代表する文献と

して，次の３つを挙げている。

・ エドガー・エドワーズ（Edgar Edwards）とフィリップ・ベル（Philip 

Bell）『企業利益の理論と測定（The Theory and Measurement of Business 

Income）』 18）

・ レイモンド・チェンバース（Raymond Chambers）『会計，評価および

経済行動（Accounting, Evaluation and Economic Behavior）』 19）

・ レジナルド・ギンザー（Reginald Gynther）『物価変動会計：理論と手

続（Accounting for Price-Level Changes :  Theory and Procedures）』 20）

15）　Schmidt (1929).

16）　スウィーニーおよびシュミットの著作については，Zeff (1976)が参考にな
る。

17）　Nelson (1973).

18）　Edwards and Bell (1961).

19）　Chambers (1966).
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　エドワーズとベルは，入口価値（entry value）を表す時価（current value）

と出口価値（exit value）を表す時価を区別するとともに，継続企業の損益

計算書に焦点を合わせ，入口価値を表す時価である現在原価（current cost）

による会計測定を重視した。これに対して，チェンバースは，企業の財務

的な適応能力を評価する観点から貸借対照表に焦点を合わせた CoCoA

（Continuously Contemporary Accounting；継続的に現在的な会計）と呼ばれる会

計システムを開発し，出口価値を表す時価である現在現金等価額（current 

cash equivalent）による会計測定を重視した。

　一方，ギンザーは，テオドール・リムペルグ（Theodore Limperg）の学

説 21）に理論的源流を持つオランダの取替価値会計の影響のもと，物的資

本維持に基づく利益測定システムを提案した。ギンザーの会計理論は，入

口価値を表す現在原価による会計測定を重視するという点ではエドワーズ

とベルの会計理論に近いものであったが，資本維持の面では，エドワーズ

とベルは一般物価指数による修正を重視する貨幣資本維持に基づく利益測

定システムの方を望ましいと考えていた。また，出口価値による会計測定

を重視するチェンバースも，利益測定に関しては，エドワーズとベルと同

様，一般物価指数による修正を重視する貨幣資本維持を支持していた。

　会計理論の黄金時代に提起された入口価値による会計測定か，それとも

出口価値による会計測定か，あるいは貨幣資本維持による利益測定か，そ

れとも物的資本維持による利益測定かという問題は，国際的な広がりを持

つ広範で激しい論争へと導いた 22）。また，それらの論争を調整し，調和化

20）　Gynther (1966).

21）　リムペルグの学説については，たとえば Clarke and Dean (1990)および
Camfferman and Zeff (1994)が参考になる。

22）　このような論争を扱った文献に，たとえば Sterling (1971)，Sterling and 

Thomas (1979)，Sterling and Lemke (1982)などがある。
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した１つの答えを出すことによって論争に終止符を打とうとする試みも行

われた 23）。しかし，物価変動会計をめぐる論争は明確な着地点を見出せな

いまま続き，やがてインフレーション率が低下し，物価変動の問題に対す

る社会的な関心が薄れてくると，物価変動会計をめぐる論争は要領を得な

いまま沈静化することとなった。

Ⅲ　現在原価革命

　Abacusが創刊された1965年当時，会計測定の実務の面では歴史的原価

が支配的な測定方法であり，時価による測定はいわゆる低価法が採用され

る場合のような特殊な状況に限られていた。しかし，物価変動の問題は会

計実務の面でも重要な問題としてとらえられるようになり，会計実務家，

会計専門職の職業団体，基準設定機関あるいは政府機関や市場規制機関に

とって無視できない問題となっていた。

　実務面での当初の対応策は，物価変動の問題を専ら貨幣価値の変動の問

題としてとらえ，歴史的原価による会計測定の枠内で一般物価指数による

修正を行おうとする CPP（Constant Purchasing Power；一定購買力）会計であ

った。具体的には，伝統的な歴史的原価に基づく財務諸表の作成を維持し

つつ，それを補足するものとして CPP会計に基づく財務諸表の作成を考

えようとするものであった。歴史的原価による会計測定は財務諸表の作成

者や監査人にとってはなじみ深く，リスクの少ないものであり，また

CPP会計は主観的な見積りを伴う時価による会計測定を回避できるとい

う点において，負担の少ない受入可能な対応策であるとみなされていた。

　しかし他方において，特に財務諸表の利用者にとっては，CPP会計が

提供する修正原価の数字は複雑で，直観的に理解するのが難しいものであ

23）　そのような試みの例として，ウィッティントンは Bell (1982)に言及して
いる。
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り，自分たちの判断や意思決定に役立つものであるとはみなされなかっ

た。そのため，たとえば米国では，基準設定の役割を任されていた AICPA

（American Institute of Certified Public Accountants；米国公認会計士協会）が1963

年に CPP会計の導入を提案した研究報告書 24）を公表し，また AICPAが設

けた基準設定機関である APB（Accounting Principles Board；会計原則審議会）

は1969年に CPP会計の導入を提案した会計基準 25）を公表したが，それら

の提案は広い支持を得られることはなかった。

　一方，政府機関や市場規制機関は，経済理論やマクロ会計（国民経済計

算）との関連で入口価値の時価を表す現在原価による会計測定に強い親近

感を有していた。また，CPP会計の導入はインフレーションを社会の制

度の中に組み込むことになり，インフレーションの恒常化と拡大につなが

りかねないとの懸念もあった。そのため，1970年代の半ばになると，各国

の政府機関や市場規制機関は基準設定に介入し，CPP会計よりもむしろ

現在原価による会計測定の導入を強く 推進する動きをとった。

　たとえば，米国では，SEC（Securities and Exchange Commission；証券取引

委員会）が1976年に現在原価による会計測定データを補足情報として開示

することを義務づける公式文書 26）を発行した。また，英国では，政府が

任命したインフレーション会計委員会（通称，サンディランズ委員会）が，

剝奪価値（deprival value）の概念に基づく現在原価による会計測定の導入

を提案する報告書 27）を公表した。政府が任命した委員会が現在原価によ

る会計測定の導入を提案する動きは，1975年のオーストラリアにおけるマ

シューズ委員会（Mathews Committee）や1976年のニュージーランドにおけ

24）　AICPA (1963).

25）　APB (1969).

26）　SEC (1976).

27）　Inflation Accounting Committee (1975).
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るリチャードソン委員会（Richardson Committee）にも見出すことができる。

このような1975年から1976年にかけて英米を中心とする各国でほぼ同時に

生じた現在原価による会計測定の導入に向けた動きのことを「現在原価革

命（Current Cost Revolution）」と呼んでいる 28）。

　その後，米国では1979年に FASB（Financial Accounting Standards Board；

財務会計基準審議会）が CPP会計にかかわる会計情報と CCA（Current Cost 

Accounting；現在原価会計）にかかわる会計情報の両方を補足情報として開

示することを義務づける会計基準 29）を公表した。また，英国では，サン

ディランズ委員会（Sandilands Committee）の報告書をめぐって特に資本維

持を中心に概念的な混乱がみられ，「ギアリング修正（gearing adjustment）」

や「貨幣運転資本修正（monetary working capital adjustment）」という論争の

ある修正項目を組み込んだ形ではあるが，1980年に ASC（Accounting 

Standards Committee；会計基準委員会）が CCAにかかわる会計情報を補足情

報として開示することを義務づける会計基準 30）を公表した。

　このようにして現在原価革命は，伝統的な歴史的原価による会計測定に

取って代わるものとしてではなく，あくまでもそれを補足する会計情報の

開示という形ではあったが，現在原価による会計測定を実務の中に導入す

るという一定の成果に導いた。しかし，現在原価革命は永続きすることは

なく，その後まもなく1980年代の末までには，その終焉を迎えることにな

る。

Ⅳ　経験的研究の隆盛

　1970年代には研究の面でも大きな変化が現れた。1960年代の先験的で演

28）　現在原価革命の詳細については，Tweedie and Whittington (1984)を参照。
29）　FASB (1979).

30）　ASC (1980).
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繹的な研究に代わって，経験的な研究が盛んに行われるようになった。こ

のような変化には複数の要因が関係していた。第１に，物価変動会計をめ

ぐる理論的な論争は明確な結論を出せないままであったため，先験的で演

繹的な研究アプローチへの関心が低下したこと。第２に，ビジネス・スク

ールの発展により，金融や計量経済学など関連分野に詳しい新しい世代の

研究者が現れたこと。第３に，コンピュータ・パッケージやデータベース

などにより，財務データの統計的分析が比較的容易になり，財務諸表が株

価に及ぼす影響や財務諸表の有用性ないし情報内容にかかわる問題に対し

て経験的な研究アプローチを適用する環境が整ったことが関係していた。

　ウィッティントンは，このような経験的研究について，その先駆けとな

った研究やいくつかの代表的な研究に言及しているが，特に会計測定との

関連において，ウイリアム・ビーバー（William Beaver）とジョエル・デムス

キー（Joel Demski）の「利益測定の性質（The Nature of Income Measurement）」

と題する論文 31）を取り上げ，そこで示された情報観（informational perspec-

tive）と測定観（measurement perspective）という２つの会計観の区別に注目

している。

　情報観とは，不完全（imperfect）かつ不完備（incomplete）な市場によっ

て特徴づけられる現実的な経済環境のもとでは，利益のような経済尺度は

不明確なものとなり，そのため会計の役割は伝統的な演繹的理論が求める

理想的で包括的な利益の測定を行うことではなく，有用な情報を提供する

ことに限定されることになるという会計観のことである。これに対して，

測定観は，会計の役割は理想的で包括的な利益を測定することであるとす

る会計観のことであり，伝統的な演繹的理論が採用しているアプローチの

31）　Beaver and Demski (1979).  なお，この論文については，ウィッティント
ンが編者となっている Parker, Harcourt and Whittington (1986), pp. 167-178.
に再録されている。
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ことを指しているとされる。ウィッティントンは，情報観の出現は経験的

研究の理論的な支えとなっていると指摘している。

　前述したように，現在原価革命は1980年代末までには終焉を迎えること

となった。すなわち，CCAにかかわる会計情報を補足情報として開示す

ることを義務づけた会計基準は，英国では1985年に強制開示の基準として

は撤回され，また米国においても1986年に任意開示の基準に取って代わら

れることになった。このような現在原価革命が終焉に至るまでの過程にお

いて，経験的研究は一定の役割を果たすこととなった。ウィッティントン

は，そのような経験的研究として，米国における Beaver and Landsman

（1983）と英国における Carsberg and Page（1984）の２つの研究を挙げて

いる。これらの経験的研究は CCAにかかわる会計情報の開示について十

分に明確な証拠を提示するものではなかったが，その有用性や開示を継続

することの意義について肯定的証拠が得られなかったことは，現在原価革

命が終焉を迎える１つの要因となった 32）。その後現在に至るまで，経験的

研究は会計基準の設定や改廃など政策決定過程の一部として位置づけられ

るようになっている。

　なお，ウィッティントンは，現在原価革命が終焉に至ることになった決

定的要因はインフレーション率の低下であったと指摘している。すなわ

ち，その当時，米国のレーガン政権と英国のサッチャー政権はどちらも緊

縮的な金融政策および財政政策を追求し，インフレーション率を低下させ

たことが物価変動会計への関心を減退させ，現在原価革命の終焉に導いた

と考えている。

32）　現在原価革命の終焉を詳述したものとして，Tweedie and Whittington 

(1997)が参考になる。
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Ⅴ　公正価値の会計観

　ウィッティントンは，1990年代以降の会計測定をめぐる重要なトピック

として，公正価値をめぐる議論を取り上げ，論述している。

　ウィッティントンによると，公正価値（fair value）という言葉は，会計

において長い歴史を有しており，少なくとも19世紀末までさかのぼること

ができる。公正価値という言葉は，もともと，自由意思と十分な情報を持

つ当事者間で公正な取引によって資産または負債を交換する場合に必要と

なる対価の金額を意味していた。いいかえると，競争的市場で成立する交

換価値を意味していた。

　しかし，このような公正価値の初期の定義には，次の３つのあいまいさ

がある。

①　公正価値に取引コストが含まれるかどうか。

② 　公正価値は買手の観点（入口価値）と売手の観点（出口価値）のどち

らを表すのか。

③ 　アクセスできる市場が複数ある場合，どの市場での取引に基づくの

か。

　このような定義のあいまいさは特に金融商品の会計や企業結合会計など

で問題となるが，しかしあいまいさを含む公正価値の定義は，21世紀に入

ってもしばらくはそのまま用いられていた。公正価値のより明確な定義を

規定したのは，FASBが2006年に公表した SFAS157号 33）であった。そこで

は，公正価値は取引コストを反映しない出口価値を表すと定義された。ま

た，同様の定義は，IASBが FASBとのコンバージェンスに基づいて2011

年に公表した IFRS13号 34）においても採用された。

33）　FASB (2006).

34）　IASB (2011).
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　公正価値が取引コストを反映しない出口価値を表すと公式に定義された

のは21世紀に入ってからであるが，しかし事実上そのような意味の公正価

値は1990年代後半における金融商品会計をめぐる議論 35）の中で強調され

るようになり，この傾向は2001年に創設された IASBの基準設定活動に引

き継がれ，さらに拡大していった。ウィッティントンは，公正価値による

会計測定を強調する考え方のことを「公正価値の会計観（fair value view）」

と呼び，2006年頃までの IASBの基準設定活動では公正価値の会計観が有

力であったと指摘している。

　ウィッティントンは，公正価値の会計観は次のような前提（assumptions）

と含意（implications）から構成される考え方であるとみなしている 36）。

【前提】

・経済的意思決定に対する有用性は，財務報告の唯一の目的である。

・ 現在および潜在的な投資家と債権者は，一般目的の財務諸表に関する

標準的な利用者（reference users）である。

・ 将来キャッシュ・フローをできるだけ直接的に予測することが，標準

的な利用者の主要なニーズである。

・目的適合性は，財務諸表にとって必要とされる主要な特性である。

・ 信頼性はそれほど重要ではなく，表現の忠実性によって置き換える方

が望ましい。すなわち，統計的な正確性よりも，経済的な実質をとら

えることが重視される。

・ 会計情報は，理想的には，過去よりも未来を反映する必要がある。

・ 市場価格はキャッシュ・フロー潜在力に関する情報に基づいた企業固

有ではない見積りを提供すべきものであり，また市場は一般に十分に

完備的で効率的であるので，そのための表現の忠実性のある測定の証

35）　たとえば，IASC (1997)，JWG (2000)などを参照。
36）　Whittin gton (2015a), pp. 232-233.  また，Whittington (2008)も参照。



14

拠を提供できる。

【含意】

・ 受託責任は，他の目的に付随してそのニーズが満たされることはある

かもしれないが，財務諸表の別の目的ではない。

・ 現在株主は，財務諸表の利用者として，投資家の中で特別な地位を有

するわけではない。

・ 過去の取引や事象が目的適合的であるのは，将来キャッシュ・フロー

を予測するのに役立つ限りにおいてである。

・慎重性は会計測定をゆがめ，忠実な表現に反する。

・ 将来キャッシュ・フローは公正価値で測定される将来の出口（exit）

からもたらされるのに対して，原価（入口価値）は，過去の事象（取

得）にかかわるものであるので，不適切な測定基準である。

・  SFAS157号（FASB, 2006）のように，市場売却（出口）価格として定義

される公正価値は，測定目的である。

・ 貸借対照表は，特に公正価値で評価される場合，基本的な財務諸表で

ある。

・ 包括利益は，損益計算書の不可欠な要素であり，貸借対照表で報告さ

れる純資産の変動額と一致する。

　しかし，ウィッティントンによると，2006年以降，公正価値による会計

測定を重視する勢いは減退し，公正価値の会計観は後退を余儀なくされて

いる。公正価値の会計観が勢いを失うことになった要因としては，2007年

から2008年にかけて生じた世界的な金融危機も関係しているが，最も大き

な要因は IFRSを採用する法域が世界的な広がりを持ち，文字通りのグロ

ーバルな会計基準になりつつある IFRSを支える考え方としては，公正価

値の会計観は厳格すぎて十分な適合性を持たず，それよりも柔軟で幅広い

適合性を持つ考え方が必要になったことが指摘されている 37）。
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　なお，ウィッティントンは，公正価値の会計観に代わる代替的な会計観

（alternative view）として，次のような前提と含意から構成される考え方を

提示している 38）。

【前提】

・ 現在株主に対する説明責任として定義される受託責任は，意思決定有

用性と同列の別の目的である。

・ 親会社の現在株主は，財務諸表の利用者として特別な地位を有してい

る。

・ 将来キャッシュ・フローは内生的（endogenous）なものであり，会計

報告書に対する株主（および市場）の反応は経営者の意思決定に影響

を与える可能性がある。

・ 財務報告は不確実な世界における情報の非対称性を緩和するものであ

り，そのため信頼性は不可欠な特性である。

・ 過去の取引や事象は，受託責任のために重要であるとともに，（直接

的測定というよりも間接的測定として）将来キャッシュ・フローの予測に

対するインプットとしても重要である。

・ 経済環境は，市場機会が企業固有となる不完全かつ不完備な市場とい

う環境である。

【含意】

・ 受託責任を含む現在株主の情報ニーズは，満たされなければならな

い。

・ 過去の取引や事象は目的適合的な情報であり，測定の信頼性および存

在の蓋然性とともに，信頼性を達成するためには，財務諸表の構成要

素の認識にとって重要な要件である。

37）　この点については，Whittington (2016)が参考になる。
38）　Whittington (2015a), p. 233.  また，Whittington (2008)も参照。
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・ 2008年当時の IASBのフレームワークや英国 ASBの原則報告書

（Statement of Principles）で説明されているような慎重性は，信頼性を

向上させる。

・ 原価（歴史的原価または現在原価）は，たとえば将来キャッシュ・フロ

ーの予測に対するインプットとして，また受託責任目的の情報を提供

するものとして，目的適合的な測定基準となる可能性がある。

・ 財務諸表は特定の企業の財務業績と財政状態を反映すべきであり，当

該企業にとって利用可能な実際の機会を反映する場合には，企業固有

の前提に基づかなければならない。

・ 一部の状況では，業績計算書と利益数値が貸借対照表よりも重要とな

る場合がある。ただし，フローの計算書と貸借対照表の間には計算の

一貫性（連携性）がなければならない。

Ⅵ　お わ り に

　本稿では，英国の会計学者ウィッティントンの所説を手掛かりにして，

過去半世紀に及ぶ会計測定の過去と現在を考察した。

　研究の面では，1960年代の先験的で演繹的な会計理論の黄金時代があ

り，その後1970年代以降は経験的研究が隆盛を誇っている。また，実務，

とりわけ基準設定の面では，歴史的原価による会計測定が依然として主役

の地位を保っているが，1970年代半ばの現在原価革命，そして最近では公

正価値による会計測定が話題となっている。

　ウィッティントンは，公正価値の会計観とそれに代わる代替的な会計観

を図式化しているが，IASBの概念フレームワークをめぐる議論や最近の

動きを分析しようとする場合，ウィッティントンが提示している２つの会

計観の区別は有益で興味深いものである。ただし，代替的な会計観は公正

価値の会計観に対するアンチテーゼとして図式化されている面があり，そ
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れが１つのまとまった会計観として一定の方向づけを行うための有効な土

台となりうるかについては，やや不透明さが残ると考えられる。

　なお，ウィッティントンは，理論的な研究と経験的な研究の融合，実務

（基準設定）と研究の関係の緊密化を課題として指摘するとともに，過去の

学術的な研究，とりわけ会計理論の黄金時代やそれ以前の時代の研究にも

っと目を向け，そこから多くのことを学ぶべきであると述べているが 39），

この点は大いに同意できることである。
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